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北海道の畜産環境対策をめぐる情勢 

北海道 農政部 生産振興局 畜産振興課 

環境飼料グループ 

  主査 （畜産環境） 

橘 正喜 

１．北海道農業の特徴と地位 

(１)地域特性に応じた農業展開 

 北海道の本格的な開拓の歴史は、明治 2

年の開拓使の設置に始まり、以来 140 年

以上が経過しました。この間、寒冷で積

雪が多く冬季の期間が長いなどの厳しい

気象条件のもと、欧米の近代的な農業技

術の導入や火山灰、泥炭等の特殊土壌の

改良などが進められ、今日において、本

道は生産性の高い農業が展開されている

我が国有数の食糧基地となっています。 

 本道の総土地面積は東北 6 県に新潟県

を加えた面積より大きく、地形的にも大

きな広がりを持ち、地域によって気象条

件や立地条件が異なることから、それぞ

れの地域ごとに特色のある農業が展開さ

れています（図１）。 

図１ 北海道農業の地域別特色 
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 道南地域では、温暖な気候を生かして、

野菜や米を中心に、馬鈴しょ、豆類等の

畑作物を加えた集約的な農業が営まれて

おり、道央地域では、水資源が豊富で夏

季に比較的高温となることから、米や野

菜等を主体とした農業が展開されていま

す。 

 また、道東や道北地域では、広大な農

地を生かし小麦、馬鈴しょ、てん菜等を

輪作する大規模な畑作、EU諸国の水準に

匹敵する大規模で機械化された酪農や肉

牛生産が行われています。 

(２)広大な土地を生かした専業的大規模

経営 

 本道では広大な土地資源を生かし、大

規模で専業的な農家を主体とする農業が

展開されています。 

 平成24年の販売農家１戸当たりの経営

耕地面積は22.3haと都府県平均1.5haの

約 15 倍、1 戸当たりの乳用牛飼養頭数は

113.1 頭と都府県平均 48.9 頭の約 2 倍、

肉用牛飼養頭数は 188.8 頭と都府県平均

35.1 頭の約 5倍となっています（表１）。 

表１ 北海道と都府県の経営規模等の比較（平成 24 年） 

 また販売農家では、平成 24 年の基幹的

農業従事者に占める 50 歳未満の割合が

28.4％と、都府県平均 9.2％を大幅に上回

っています。 

平成24年の販売農家のうち農業所得を

主体とする農家(専業農家＋第1種兼業農

家)の割合は都府県平均の 41.5％に対し

本道では 89.5％、また、農家所得の割合

(農業依存度)も、都府県平均の 39.2％に

対し本道では 90.5％と極めて高くなって

おり、農業地帯と言われる東北の 40.2％

や九州の 52.8％を大きく上回っています。 

これらの状況は、本道においては、都

府県に比べ専業的で、農業所得への依存

度の高い農業経営が主体となっているこ

とを示しています。 

(３)我が国有数の食料供給地域 

 本道は、我が国有数の食料供給地域と

言われているように、都道府県別で見て

も多くの農産物の生産量が全国第 1 位と

なっています。 

 平成 24年の耕種部門の生産量では、北

海道でのみ生産されているてん菜のほか、

いんげん、小豆、馬鈴しょ、大豆、たま

ねぎ、かぼちゃ、スイートコーン、にん

じん等が全国第 1 位となっており、国内

最大の産地となっています（図２）。 

 また、畜産部門の生産量では、生乳生

産量が全国の5割以上を占めているほか、

牛肉、軽種馬等も全国第 1 位となってい

ます。 
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図２ 農産物生産量の北海道シェア（平成 24 年） 

※：（ ）内は道内生産量 

※※：たまねぎ、かぼちゃ、スイートコーン、にんじん、軽種馬にあっては平成 23年値  

２．北海道の酪農・畜産をめぐる情勢 

本道の酪農・畜産は、専業経営を主体

に恵まれた土地資源を活用し、総産出額

が約 5,139 億円と全国の約 20％を占める、

国内最大の生産地となっています。また、

道内の農業総産出額 9,946 億円の約 52％

を占め、生産資材や加工、流通等幅広い

関連産業とともに地域の経済・社会を支

える基幹産業となっています。 

(１)乳用牛 

 乳牛の飼養戸数は、昭和 35 年の 6 万

3,700 戸をピークに年々減少し、平成 24

年は 7,270 戸、また飼養頭数は平成 10 年

以降減少を続け、平成 24年は 82万 1,900

頭となり、1戸当たりの飼養頭数規模は拡

大が続き、平成 24 年は 113.1 頭で都府県

の約 2倍となっています。 

(２)肉用牛 

 肉用牛の飼養戸数は、昭和 49 年の

10,150 戸をピークに減少し、近年は横ば

いとなっており、平成 24 年は 2,830 戸、

また飼養頭数については平成 24 年は 53

万 4,300 頭で、乳用種が 64％を占めてい

ます。なお 1 戸当たりの飼養頭数規模は

年々拡大し平成24年は 188.8頭と都府県

の約 5倍となっています。 

（３）豚 

豚の飼養戸数は、減少傾向にあり、平

成 24 年は 266 戸、飼養頭数は近年増加傾

向にあり、平成 24 年は 59 万 3 千頭とな

っています。 

（４）鶏 

 採卵鶏の飼養戸数は 80 戸、成鶏めす飼

養羽数は 543 万羽、1戸当たりの飼養羽数

規模は 6 万 8 千羽で横ばい状態にありま

す。また、本道の肉用鶏生産は企業生産

が中心で、出荷羽数は近年横ばい傾向に

あります。 
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（５）軽種馬 

 平成23年の本道のサラブレッド系種付

種雌馬頭数は 9 千頭、生産頭数は 6 千 8

百頭で、地方競馬の撤退等によりともに

減少傾向にあります。また、市場取引価

格は平成17年度以降低下傾向にあります。 

３．北海道の家畜排せつ物をめぐる 

現状 

（１）家畜排せつ物の発生量 

道内で発生する家畜排せつ物の総量は

年間約 2,000 万トンと推計され、うち牛

の排せつ量が 9割を占めます（表２）。 

（２）畜産経営に起因する苦情発生状況 

 苦情の発生状況は、年々、減少傾向に

あり、平成 24 年には、畜産農家 24 戸が

関係する苦情発生が報告されています

（表３）。なお、平成 24 年の苦情の内容

は、ふん尿流出などの「その他」原因が

54％で最も多く、次いで「悪臭」が 29％、

「水質汚濁」が 17％で、畜種別では乳用

牛 54％、豚 21％となっています。 

表２ 道内で発生する畜種別排せつ物量（平成 24年） 

表３ 畜産経営に起因する苦情発生件数 

（３）管理基準の遵守状況 

家畜排せつ物法の「管理基準」の遵守

農家は、道の家畜排せつ物利用促進計画

を策定した平成 12 年においては、全対象

農家の 8.4％にあたる 1,100 戸しかなか

ったが、平成 16 年 11 月の管理基準の完

全適用後は、応急的な対応を含めて、ほ

ぼ管理基準は遵守され、平成 23 年には

100％を達成しました（表４）。 
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表４ 管理基準の適用農家戸数と遵守状況 

（４）農地への還元状況 

道内で発生する家畜排せつ物のうち

67％が堆肥として利用されており、尿や

スラリーなどの液肥利用が約 24％、放牧

による圃場還元が約 7％であり、合わせて

98％もの家畜排せつ物が有機質肥料とし

て圃場へ還元利用されています（表５）。

なお、その他の 2％は、浄化処理等により

排出されています。 

家畜排せつ物利用のうち、71.7％が畜

産農家の経営農地（借地を含む）に還元

され、26.3％は耕種農家など畜産経営外

で利用されています（表６）。 

表５ 家畜排せつ物の利用状況（湿潤重量ベース） 

表６ 家畜排せつ物の利用内訳 

（５）エネルギー利用状況 

道内で家畜排せつ物を利用したバイオ

ガスプラントは、平成 11 年度以降、年々

増加し、導入数は 29 市町村 52 施設（う

ち休止 5 施設）となっています（表７）。

地域別に見ると、十勝、オホーツク、根

室で道内の過半数を占めています。 

  また、発電施設を有するのは 31施設の

うち、平成 24 年度に売電実績があるのは

11 施設で、発電量は平成 24 年度で

4,717MWh、うち売電量は 1,895MWh となっ

ています。なお、施設の導入に当たって

は、約 7 割の施設が補助事業を活用して

います。 
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表７ バイオガスプラントの設置状況 

（６）堆肥センターの運営状況 

家畜排せつ物を原料とする堆肥センタ

ーは、全道で 48 カ所あり、うち、処理能

力 1 万トン以上の比較的大型の施設は 13

カ所あります（表８）。 

 多くの堆肥センターは、家畜排せつ物

を集中的に処理し、水田や畑地へ堆肥を

供給する目的で設置されており、道内の

家畜排せつ物総量の 2～3％程度が堆肥セ

ンターで処理されています。 

（７）コントラクターの利用状況

 近年、畜産農家の大規模化や高齢化な

どにより、コントラクターによる堆肥調

製、散布等に係る受託作業は大幅に増加

しています（表９）。 

表８ 堆肥センターの設置状況（平成 20 年） 

表９ コントラクターの利用状況 
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４．北海道の畜産環境対策への取り 

組み 

（１）施設の整備状況 

家畜排せつ物法の制定に伴い、道は平

成 12 年に「北海道家畜排せつ物利用促進

計画」を策定し、補助事業や畜産環境整

備リース事業に対し道費の上置き措置を

講じて、施設の計画的な整備を推進する

こととし、平成 19 年 12 月までに 9,063

戸で恒久的な施設が整備され、必要とさ

れる整備は概ね達成されています。 

（２）指導体制等 

１）指導体制 

北海道環境保全型畜産確立基本方針

（平成 6 年 3 月）に基づき、各総合振興

局・振興局段階に推進指導協議会、市町

村段階に推進会議を設置し、畜産環境問

題の発生防止やふん尿のリサイクル利用

を推進していましたが、家畜排せつ物法

の施行を受け、平成 15年 8 月に、道や道

の出先機関である総合振興局・振興局、

市町村の各段階に「畜産環境整備緊急指

導チーム」を設置し、家畜排せつ物法の

管理基準が適用されるまでの施設整備の

促進や個別農家指導を実施してきました。 

その後、家畜排せつ物法の完全施行(平

成 16 年 11 月)に伴い、前記の指導チーム

に代わり「家畜排せつ物管理適正化指導

チーム」を新たに設置し、対象畜産農家

に対する定期的な巡回指導等を実施する

などにより、家畜排せつ物法に基づく家

畜排せつ物の管理の適正化と利用の推進

に取り組んできました（表 10）。

表 10 指導チームによる巡回指導状況 

また、平成 17 年からは、地域における

家畜排せつ物の利活用等を図るため、道

独自の取り組みとして、市町村等による

「地域家畜排せつ物利活用計画」の策定

を推進し、平成 20年からは、地域内外で

の家畜排せつ物の一層の利活用を図るた

め、前記計画を見直し、道内 154 市町村

が「市町村家畜排せつ物利用促進計画」

を策定し、市町村独自の取り組みを推進

してきました。 
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２）研修会等 

  地域において家畜排せつ物の適正管理

等に係る技術指導等を担う要員育成のた

め、市町村、農協、普及センター職員等

を対象に、平成 11 年度から (財)畜産環

境整備機構による地域研修会を実施し、

430 名を超える畜産環境アドバイザー資

格取得者の養成を推進してきました 

（表 11）。 

３）研究開発

道の農業試験場では、環境に配慮した

畜産経営のための多岐にわたる研究・技

術開発等を行い、地域に向けた普及・指

導を行っており、特に試験場で取りまと

めた「家畜ふん尿処理・利用の手引き」

は、第一版が平成11年に、さらにその後、

内容を大幅に拡充した第二版が平成16年

に刊行され、地域で家畜排せつ物の課題

に取り組む際に欠かせない資料として活

用されています。

表 11 畜産環境アドバイザーの登録状況（平成 22年 12 月現在） 

５．まとめ

大規模化の方向にある本道の酪農経営

においては、規模拡大に伴いミルキング

パーラーの導入が増加傾向にあるため、

従来からの家畜排せつ物への対応はもと

より、今後は、搾乳関連排水の適切な処

理を推進するための農家指導の徹底や低

コスト浄化処理施設などの技術普及の推

進が新たな課題となっています。 

 また、近年、家畜排せつ物を原料とし

たバイオマスエネルギー活用の取り組み

が道内各地で盛んになっていますが、多

様な観点からメリット、デメリット等を

見極めながら対応していく必要があると

考えています。 

なお、農業と並んで本道の主産業であ

る漁業に関しては、道内の多くの河川が

さけ・ますの放流河川として利用され、

またその下流域は豊かな漁場となってい

ることなどから、大量の家畜排せつ物を

保管管理する畜産農家は、これらの水域

に決して家畜排せつ物等を流出させるこ

とがないよう、他産業へも配慮した畜産

経営が求められており、このため畜産環

境の保持による漁業との共存共栄を目的

とした条例を制定した自治体もあります。 

こうしたことから、道としては、引き

続き家畜排せつ物の適正管理と有効利用

を基本とした活動を進めるとともに、新

たな課題などにも対応した取り組みを推

進していくこととしています。


